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1.本委託事業の取組背景・目的 

 

構造的な人手不足、円安・物価高の継続による生産・投資コスト増加などにより、中堅・

中小企業が直面する事業環境は依然として厳しい（図表 1-1）。経営課題を乗り越え、成長

を成し遂げるために、自社の現状を把握して必要な打ち手を投じていく経営力が必要であ

り、さらには事業規模拡大に向けた外国企業との協業連携の可能性を含めた、海外展開の

推進（＝海外ビジネス戦略）を検討していくことが有力な選択肢となり得る。（図表 1-2） 

 

（図表 1-2）外国企業との協業連携メリット 

（図表 1-1）中小企業の経営課題（企業規模別） 

（出所）「2025 年販中小企業白書・小規模企業白書」（中小企業庁） 

（出所）「外国企業と日本企業の協業連携事例集について」（経済産業省） 
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海外ビジネス展開の手法としては、輸出、製造委託（OEM/ODM）、人材派遣、資本投入等、

様々あるが、本報告書においては、中でも、① 資本投入を伴わないアライアンス（業務

提携・技術提携）、② グリーンフィールド進出（独立出資、共同出資）、③ 既存/新規の

現地ビジネスパートナーへの資本参加、資本受入による協業連携に焦点を当てている。 

日本では、2000 年代から大企業を中心に M&A が本格的に実施され、近年では海外の事

業会社や海外 PEファンドとの大型投資案件の実現もあり、外国企業が有する技術やノウ

ハウ、人材等を取り込む観点から外国資本活用の認知度が高まってきている。（図 1-3） 

こうした背景の下、経済産業省は、平成 30年に「我が国企業による海外 M&A研究会」
※１報告書にて、日本企業が海外企業に資本投入する（いわゆる In-Out M&A）手法や課題

を整理し、成功手法の一つとして位置づけた。また、令和 7年には日本企業が企業価値向

上に向けた選択肢の一つとして、外国資本活用をより具体的に検討することが可能となる

よう、「企業価値向上に向けた海外資本活用ガイドブック」※2を公表した。本ガイドブッ

クでは、特に、日本企業が海外資本を受入れる（いわゆる Out-In M&A）パターンに焦点を

定め、合併、買収、事業譲渡、資本参加、出資拡大という出資形態について、基本的プロ

セスや中間プレイヤー（投資銀行、証券会社、銀行、コンサルティング会社等）等の起用

について整理し、紹介している。（図表 1-4）地域においては、こうした知見を踏まえつ

つ、資本のマジョリティを投下する M&Aに加え、将来的な資本投入、受入を見据えたアラ

イアンス（業務提携・技術提携等）も含めて、「In-Out」「Out-In」双方の観点から、地域

の企業の実態に即した「外国資本連携」の支援の在り方を模索することが重要となる。 
※１参考：平成 30年「我が国企業による海外 M&A研究会」（経済産業省） 
※２参考：令和 7 年「企業価値向上に向けた海外資本活用ガイドブック」（経済産業省） 

 

 

（図表 1-3）Ｍ＆Ａ形態別件数の推移 

（出所）MARR Online 

https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/toshi/kaigaima/image/20180327003-4.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/investment/5references/pdf/guidebook_kaigaishihon.pdf
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また、日本企業の海外展開状況を海外向け直接投資割合でみた場合、「2024 年版 中小

企業白書」（中小企業庁）によると、2021年度の大企業の直接投資企業割合は 32.0％に対

して、中小企業は 14.2％であり、ここ 20年の増加率でみると大企業 25％（2000年度）、

中小企業 9％（2000年度）とそれぞれ 7%および 5％で推移している。（図表 1-5） 

こうした状況のもと、中堅・中小企業においては、大企業に比して外国資本連携が成長

戦略の一つとして十分に認識されにくい現状であると考えられるが、一方で、アセアン地

域の企業等との資本連携を通じて、成長を実現する先行事例も生まれている。 

実際、中堅・中小企業にとってアセアンは海外ビジネス展開先として関心が高い国・地

域であり、ビジネスパートナーとしてアセアン企業との外国資本連携について検討を進

（図表 1-4）各研究会等の対象領域 

（出所）経済産業省および中小企業庁ＨＰから当社作成 

IN-IN IN-OUT OUT-IN 企業規模 特定業務 特定地域

「我が国企業による海外Ｍ＆Ａ研究会報告書」（平成30年3月） 経済産業省 〇

「海外Ｍ＆Ａを経営に活用する９つの行動」（　〃　） 〃 〇

「企業価値向上に向けた海外資本活用ガイドブック」（令和7年6月） 〃 〇

「外国企業と日本企業の協業連携事例集」（令和6年5月） 〃 〇

「対日Ｍ＆Ａ活用に関する事例集」（令和5年4月） 〃 〇

「外国企業と中堅・中小企業の投資提携事例に関する調査」（平成29年2月） 〃 〇

「中小Ｍ＆Ａ市場改革プラン」（中間とりまとめ　令和7年8月） 中小企業庁 〇
△

（中小企業）

△

（事業承継）

「中小Ｍ＆Ａガイドライン改訂（第３版）」（令和6年8月） 〃 〇
△

（中小企業）

「関西の中堅・中小企業×アセアン企業の外国資本連携の円滑化に向けた研究会」
近畿経済

産業局
〇 〇

△

（中堅・中小

企業）

△

（関西、

アセアン）

主な対象領域
研究会・報告書等
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（図表1-5）直接投資企業の推移（企業規模別）

中小企業 大企業

（出所）2024 年版「中小企業白書」から当社作成 
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めることは企業ニーズに合致している。以下では、アセアンの優位性について、GDP成長

率、人口構造、貿易及び投資の観点から概観する。 

（１）アセアンの実質ＧＤＰ成長率の推移をみると、先進諸国と比較して高成長を継続

（図 1-6）しており、今後も成長が続くと見込まれていること。（図 1-7） 

 

 

（２）日本と比較して、人口構成のうち、若年層が労働人口のボリュームゾーンであり、

購買力（販路拡大）や労働供給面等の面から魅力のある地域となっていること。

（図 1-8） 

0.0

2.0

4.0

6.0

世界 先進国 米国 日本 EU ASEAN5

％
（図表1-6）実質ＧＤＰ成長率

2015−19年平均

2023年

2024年

（注）  「ASEAN5」はインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ 
（出所） IMF「WEO」（2025 年 4 月）から当社作成 

 

 

（図表 1-7）実質ＧＤＰ見通し 

（出所）通商白書 2025（経済産業省） 
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（図表 1-8）人口ピラミッドにみる地域性 

（出所）新田目夏実「ASEAN 諸国の人口動態の現状と展望」『財務省第 8 期 ASEAN ワークショップ』（令和 6 年 6 月 7 日） 
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（３）日本企業を取り巻く外部環境（チャイナリスク、米中貿易摩擦等）やビジネス環

境（中国での生産コスト上昇、物流コスト等）の変化から、グローバルなサプラ

イチェーンの拡大・強靭化を図る重要性が高まってきていると同時に、貿易額の

増加推移からみても、アセアンの存在感が強くなっていること。（図表 1-9） 

 

  

（４）海外への直接投資（ネット＜実行－回収＞）の推移をみると、世界全体では緩や

かに増加しているなか、中国向けが減少傾向にある一方、アセアン向けは堅調に

推移している。また、直接投資による収益も、順調に拡大していること。（図表 1-

10） 

 

以上を踏まえ、本事業では、アセアンを主なターゲットとして、中堅・中小企業が外

国資本連携に取り組みやすい環境または体制について検討することとする。 

（図表 1-9）ASEAN の輸出入額の推移（10億ドル） 

（出所）「存在感を高める ASEAN」（JETRO 2025 年 10 月） 
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（出所）「国際収支状況（対内・対外直接投資）」（財務省）から当社作成 

（図表 1-10）対外直接投資の状況 

（出所）「海外事業活動基本調査」（経済産業省）から当社作成 
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2.問題意識 

前述した背景を踏まえつつ、第一に、「なぜ、中堅・中小企業にとって、外国資本連携は

ハードルが高いのか。」という問いをひもとくため、中堅・中小企業を取り巻く課題を以下

のとおり整理した。（図表 2-1） 

これらの課題はあくまで一例ではあるが、複合的な課題が存在し、中堅・中小企業におい

ては外国資本連携が成長戦略の一つとして十分に認識されていないと考えられる。こうした

状況において、外国資本連携の案件形成にあたっては、一般的には、海外の現地支援機関等

が現地企業の潜在的ニーズを掘り起こし、日系の中間プレイヤー等を経由して、国内企業ニ

ーズを喚起して、マッチングにつなげるというケースも多い。しかしながら、この方法では

日本企業は受け身であり、自社ニーズに合致した案件に出会えるかは分からないという問題

点が存在する。このため、海外ビジネス戦略を有する国内企業ニーズを起点として、当該ニ

ーズに合致する案件組成につなげるというアプローチもまた重要となる。（図表 2-2） 

このように、「現地起点」のみならず「国内企業ニーズ起点」による外国資本連携を進め

ることは、日本の中堅・中小企業にとって、よりピンポイントで企業価値向上につながる可

能性がある。そして、その可能性を高めるためには、中堅・中小企業を現場で支援する金融

機関や支援機関等の果たす役割への期待が大きいことから、外国資本連携に関する知見を有

する国内外の支援機関等（以下、研究会構成機関）とともに研究会を開催した。 

 

（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局） 

（図表●-●） 
（図表 2-1） 
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3.研究会の開催 

3.1.構成機関 

 

3.2.目標とプロセス  

本研究会では、海外ビジネス戦略の一つとして、（関西の）中堅・中小企業による外国資

本連携を“現実的な海外展開の選択肢”として円滑に進めることを目指す。 

（図表 2-2） 

（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局） 

（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局） 
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具体的には、以下のプロセスで議論を行った。 

(a)各構成機関が果たしている役割やこれまでの経験から、企業が陥りやすい課題とその

対応策等を中心に情報を共有する。構成機関による連携アクションを見据えて、性質

別の課題ではなく、プロセス別に課題を整理し、本質的な課題・阻害要因について検

証。 

(b)課題・阻害要因に対して構成機関による連携アイデアを議論する。さらには、構成機

関からケーススタディを行い、研究会における議論の所在イメージを深めるとともに、

有効な連携方法を検討。 

 (c) (a)、(b)の議論を踏まえ、構成機関による有効な連携方法について、具体的な連携ア

イデアを提示し、実践可能な協働アクションを抽出する。仮説を基に短期・中長期的

目線から、外国資本連携の案件創出、円滑化につなげていくことを目指す。 

（d）実践可能な協働アクションの一つとして、研究会の議論を踏まえ、中堅・中小企業が

外国資本連携を“現実的な海外展開の選択肢”として検討できる環境整備を図る一環

として中堅・中小企業向けセミナーを開催。 

 

3.3研究会におけるアプローチ結果 

 

（a） 中堅・中小企業とアセアン企業の外国資本連携におけるプロセス別の課題・阻害要因 

 構成機関による連携アクションを見据えて、企業目線、支援機関目線のプロセスか

ら企業が陥りやすい課題・阻害要因を以下（図表 3-1）の通り、整理した。主に、海

外ビジネス戦略の策定（明確化）、経営手段の精査（パートナー企業の情報、マーケ

ット・ビジネス環境等）を中心にマッチングに至るまでのプロセスにかかる課題・阻

害要因が多く抽出された。 

（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局） 
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【In-Out】課題・阻害要因 

 

 

 

（図表 3-1） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）
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【Out-In】課題・阻害要因 

 

 

（b） 構成機関による連携アイデアの議論およびケーススタディによる検証 

（a）で抽出された課題・阻害要因に対し、本研究会における仮説（2.問題意識）

から、想定される構成機関による連携アイデアの議論を行った。 

構成機関から提案された、課題（阻害要因）への対応策は、以下のとおり。企業側

のみならず、支援機関側においても同様に情報・ノウハウ、組織体制面から、1社単

独の支援のみでは限界があり、構成機関による連携が必要であるとの意見が抽出され

た。 

 

課題（阻害要因） 
対応策 

領域 項目 

（Ａ） 

1.情報提供、啓蒙活動 

・構成メンバーによるセミナーや研修の実施により、海外資本連

携に関する全プロセスに関する情報の提供。特に成功事例と失

敗事例に基づく成功要因の提供 

・「現地体感型プログラム」の共同開催 

 

2.人材育成、人材紹介 

・日本企業向けの海外 M&A に対応できる人材育成セミナーや

プログラムの開催 

・現地構成メンバーと日本企業情報が豊富な地銀による人材

紹介 

 

3.ソーシング 
・日本とアセアンでの能動的な企業へのアプローチによる案件の

掘り起し 

（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局） 



13 

 

 

4.相談機能 

・相談窓口の一元化（ワンストップ窓口の設置）による相談体

制の効率化と質の向上 

 

5.マッチング率の向上 

・確度の高い情報の定期的な共有 

・アセアン企業の質（コンプライアンス面）を向上させる一方、

日本企業には経営戦略の明確化によるスピードアップを図る 

 

6.アセアン企業の透明化 
・アセアン企業の認定・評価制度の導入 

 

7.経営戦略の曖昧さ 

・経営戦略のパターン化（人件費、共同開発、周辺作業の集

積など）による明確化 

 

（Ｂ） 

8.スピード感の違い 

・日本企業の経営戦略の明確化によるスピードアップ 

・「現地体験型プログラム」の開催による現地スピード感の実感 

 

9.評価額の乖離 

・評価額乖離の要因に応じた最適な手法の選択（アーンアウ

ト、段階的買収、ベンダーローン、カーブアウト） 

 

（Ｃ） 

10.資金制約 

・段階的アプローチ（①提携、②少数出資、③追加融資、④

経営権取得、⑤統合完了） 

・金融機関による M&A 後の運転資金支援制度 

 

11.PMI 支援 
・現地における PMI 支援を伴走支援できる体制の構築 

 

 

    また、構成機関におけるケーススタディから成功（失敗）要因を抽出し、有効な 

連携方法を検討した。ケーススタディにおける成功要因をみると、①成長戦略とし 

て海外ビジネス戦略を策定（明確化）している、②他の支援機関（地銀、現地会計 

事務所、法律事務所等）と適切に連携し、課題・阻害要因を明確にすることで、経 

営判断（リスクテイク）が可能な状態となっていると考えられる。 

 

（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局）より作成 
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（１）In-Out  

 

 

ケーススタディ 成功（失敗）要因

①地方銀行との連携

（地銀との連携メリット）

　・多数の取引先企業に直接リーチし、中堅・中小企

業の経営 情報を豊富に持っていること。

　・客観的な財務に関するアドバイスが得られるほか、

後々の送金、資金調達など総合的なサポートを得ら

れること。

　・企業に安心感を与えることができること。

②経営戦略の明確さ

　・国内だけではなかなか獲得できない「新規顧客の

獲得を海外に求める」、という経営戦略が明確だった

こと。

(効果）

　・買収の結果、21年には20億円ぐらいだった売り上

げが倍増。現地で増産し、売上も順調に推移。昨年

9月に2社目をマレーシアで買収。

①経営戦略の明確さ

　・現地法人による事業拡大が計画どおり進まなかっ

たことへの対応。

②心理的ハードルの低さ

　・現地法人を持つ企業は、既に現地の商慣習や文

化の違いなどについて肌感覚で実感できているため、

心理的なハードルが低い。

①地銀との連携

　・買い手を探していたが、地銀の協力によりマッチング

できた。

②経営戦略の明確さ

　・イスラム圏でのハラル認証、ハラル製品の製造ノウハ

ウの獲得という経営戦略が明確。

（出所）日本 M&A センター 
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（２）共同出資 

 

 

 

 

 

 

（出所）京都銀行 
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(c) 実践可能な協働アクションの抽出 

プロセス別に整理した課題・阻害要因から、構成機関による連携アクションを（１） 

海外ビジネス戦略の策定（明確化）に資する取組、（２）海外ビジネス戦略を有す 

る国内企業ニーズ起点による案件形成に向けた取組に分類した。 

 
（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局） 

成功（失敗）要因

①現地企業のコンプライアンスの確保

　・日本で活躍した数十名の技能実習生の受け皿として合弁会社を設立したが、現地の代

表となったベトナム人の不正が発覚した。

②現地会計事務所とのコミュニケーション

　・日本の財務と現地の会計事務所とのコミュニケーションに問題があった。

③社内監査体制の整備

　・社内監査体制の構築に向けたサポートや会計のセカンドオピニオンが重要。

ケーススタディ

課題

（ベトナム）

（出所）京都銀行 
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さらに、（a）及び（b）の議論を踏まえ、本研究会では、案件形成プロセスにおけ

る取組を、①海外ビジネス戦略策定（明確化）、②海外企業との接点（具体化）、③外

国資本連携（案件化）をメルクマール（到達度を示す指標）とした、３つのフェーズ

に分けて整理した。（図表 3-2） 

 

 

（１）、（２）の区分のもと、実践可能な協働アクションとして、構成機関による具

体的な連携アクションをそれぞれのフェーズにおいて、以下のとおり、分類した。（Ａ）

～（Ｄ）のうち、（Ａ）～（Ｃ）は、現在の個別の支援機関ごとの対応から、構成機

関全体に拡大・強化し、連携してビルトインしようとするもの。（Ｄ）は新たなスキ

ームの提案となっている。 

 

   構成機関から提案された主な意見は、以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

（図表 3-2）3 つのフェーズ別の取組 

（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局）より作成 

対応策 課題

（Ａ）

・支援機関連携による共同セミナーの開催

・勉強会の開催

・成功/失敗事例の共有

【行政・経済団体】

・官民連携セミナー、現地政府機関への働きかけ

・本取組や成功事例のＰＲ

・補助金等の情報提供、予算対応

（Ｂ）

・人材育成プログラム

・専門的知見の獲得（外資規制、コンプラ、現地法制等）

・現地企業との認識共有（バリュエーション、契約手続きの進

め方等）

【行政・経済団体】

・官民連携セミナー、現地政府機関への働きかけ

・本取組や成功事例のＰＲ

・補助金等の情報提供、予算対応

メルクマール②（海外企業との接点＜具体化＞）

メルクマール①（海外ビジネス戦略策定＜明確化＞）

（１）海外ビジネス戦略策定（明確化）に資する取組

区分 メルクマール① メルクマール② メルクマール③

（１）海外ビジネス戦略策定

（明確化）に資する取組
（Ａ） （Ｂ）

（２）案件形成に向けた取組 （Ｃ） （Ｄ）

海外ビジネス

戦略策定

（明確化）

海外企業との

接点

（具体化）

外国資本連携

（案件化）
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 前述の具体的連携アイデアに対する、構成メンバー間で共有した意見を整理すると、

以下のとおり。 

1 情報共有 

情報共有ミーティングやプラットフォーム構築などによる情報共有により、案件の創出

と支援の促進が必要である。 

中期的には、クロスボーダー情報を提供する HP の立ち上げも検討。 

2 現地視察・プログラムの実施 
実際の現場感覚を持ってもらうことが、次のステップに繋げるためには有効である。 

実施する場合は、M&A 経験のある先など、案件形成に結びつくかたちが適当。 

3 成功事例と失敗事例の共有 
成功事例や失敗事例の共有が企業にとって学びの機会となり、安心感を醸成する

ためには重要。 

4 
オーダーメイドの長期的な 

伴走支援 

官民が連携して、M&A 後のサポートを含む一連の流れを支援し、長期的に伴走支

援することが、企業や地域の成長にとって重要。 

 

  その他の特徴的なコメントは、以下のとおり。 

 

 以上の議論を踏まえ、研究会の総括として、支援機関連携による具体的な協働アクシ

ョンを以下のとおり整理した。（図 3-3） 

1 
簡易ストラクチャー診断 

（短期対応） 

・国内で無料/定額枠で実施し、様々なアドバイスにより、案件化の初速を向上させ 

ることが可能。 

2 
サポート法人の設立 

（中期対応） 
・共同出資によりサポート法人を設立し、コンサル、資本サポートなどを実施。 

3 人材情報の登録・共有 ・専門人材の紹介などに必要な人材登録情報を共有できる仕組みの整備。 

対応策 課題

（Ｃ）

・能動的な国内企業の発掘と案件化

・国内企業と支援機関のマッチング

・構成メンバーで連携した中堅・中小企業による現地視察型

プログラムの実施

・構成メンバーによる簡易相談の仕組み（Ｍ＆Ａ版法テラス

やジェトロや現地日本人商工会議所の無料相談支援等のイ

メージ）

【国内金融機関】

・地銀取引先の海外ビジネス戦略を志向する中堅・中小企業の

発掘

【現地支援機関】

・現地候補企業情報のブラッシュアップ

（Ｄ）

・構成メンバー間での情報共有ミーティング

・スクリーニング済み現地企業の情報のＤＢ化

・日本国内におけるワンストップ相談窓口の設置（ＰＭＩサ

ポートまで）

・専門人材（ＰＭＩ人材等）紹介の仕組み

・現地情報等を共有するための大義名分のあるアライアンスの

構築

・企業情報の共有方法（スキーム全般）

（２）案件形成に向けた取組

メルクマール②（海外企業との接点＜具体化＞）

メルクマール③（外国資本連携＜案件化＞）
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（１）国内企業の海外ビジネス戦略の明確化に資する取組 

①情報共有（勉強会等） 

②成功事例と失敗事例の共有 

（テーマに応じたオープンまたはクローズドなセミナー） 

 

（２）海外ビジネス戦略が明確化されている国内企業を軸に案件形成 

①現地視察型プログラムの実施 

（構成機関連携による強みを持ち合わせ、案件送出につなげていくことを目指す） 

②オーダーメイドの長期的な伴走支援 

（支援機関同士で顔の見えるネットワーク拡大） 

 

（d）協働アクションの一つとしてのセミナー開催 

（概要） 

＜日時＞  

2026年 3月 12日（木）14：00～17：10、場所：池田泉州銀行 GUTSU GUTSU 

＜参加者＞ 

 計 45名（企業 16名、構成メンバー29名＜うちオンライン 12名＞） 

＜目的＞ 

研究会での議論を踏まえ、中堅・中小企業が外国資本連携を”現実的な海外展開の

選択肢”として検討できる環境整備を図る一環として開催する 

 

（図表 3-3）支援機関による協働アクションの抽出 

（出所）「関西の中堅・中小企業×アセアン企業 外国資本連携の円滑化に向けた研究会資料」（近畿経済産業局） 
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＜プログラム＞ 

①開会挨拶 

②講演：外国資本連携のメリットや課題・留意点について 

株式会社日本 M&Aセンター 

One Asia Lawyers 

株式会社京都銀行 

株式会社滋賀銀行 

株式会社池田泉州銀行 

③講演：外国資本連携の取組経緯、実施後の変化について 

理化工業株式会社 

④質疑応答 

⑤ネットワーキング 
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（各プログラムにおける発言要旨） 

 

 

＜①開会挨拶＞ 経済産業省近畿経済産業局

• 海外の事業会社との業務提携やM&Aは大企業中心だが、ASEANを始めとす
るアジア地域は世界で最も成長が期待されるマーケットのひとつであり、関西企業
にとっても事業拡大の大きな可能性を秘めている。一方、現地の法制度、ビジネ
ス慣行、人材、資金調達など乗り越えるべき課題も少なくなく、外国資本連携と
いう観点から海外ビジネス戦略を円滑化することは大変重要と考えている。

• 関西の中堅・中小企業にとって、外国資本連携を円滑に進めるためにはどうす
ればいいか、現実的な海外展開の選択肢として外国資本連携を検討するための
課題・解決策について、実務経験が豊富な国内外の専門機関の皆様と研究会
を開催し議論を重ねてきた。その成果として本日のセミナーを開催することとなった。

＜①講演＞日本Ｍ＆Ａセンター

• ASEAN地域では、日本の中堅・中小企業が外国資本連携を通じて進出する
ケースが増加している。- 日本企業は、海外展開支援と現地企業の後継者問
題解決を通じて、ASEAN市場での事業拡大を目指している。

• ASEANのM&A市場は成長性が高く、特にシンガポールやマレーシアはビジネス
環境が整っており、M&Aが進めやすい。インドネシアやベトナムではガバナンスやコ
ンプライアンスの問題があるが、リスク管理が重要である。

• ASEANでのM&Aは希望価格のギャップが課題だが、市場の成長性が魅力で
ある。評価にはディスカウントキャッシュフロー法やEBITDAマルチプルを用いる。

• 日本企業の意思決定の遅さが課題であり、現地との密なコミュニケーションや迅
速な対応が求められる。

• 買収監査では二重帳簿や賄賂問題に注意が必要であり、特にインドネシア、
ベトナム、タイでは重要である。契約書での対応が鍵となる。

<①講演＞One Asia Lawyers

• ASEAN地域でのM&Aにおいて、日本企業は外資規制を乗り越えるために現地
の法律事務所や専門家と連携することが重要である。

•外資規制は出資比率や業種別の参入制限などがあり、各国で異なる。例えば、
タイでは外資比率を50%未満に制限しており、ノミニーを利用して実質的な支配
権を維持する方法が取られることもある。日本の小売業A社は、ASEAN市場での
事業拡大を目指し、ノミニーを活用したM&Aを実行した。

• M&A後のトラブルを防ぐためには、法務デューデリジェンスや契約でのリスク管理が
重要である。特に、株式譲渡契約の表明保障条項やキーマン情報の管理、競合
避止義務条項の設定が重要であり、これらを通じて企業価値を守ることが求めら
れる。

＜①講演＞株式会社京都銀行

• 企業の海外展開ニーズに対しては、銀行やコンサル会社、M&Aアドバイザリー
会社が連携して対応している。

• 海外展開のトレンドとして、インドやアメリカ、ベトナムが有望な事業展開先とさ
れ、ASEANではベトナム、インドネシア、タイ、マレーシアが注目されている。相談
件数の6割がASEAN関連であり、特にベトナムやインドへの新規進出の相談が
多い。製造業の大型進出は減少する一方、サービス業や飲食業の進出が増加
している。中国企業のASEAN進出が加速しており、日本企業は外国資本連携
を海外戦略の一つとして検討する必要がある。
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＜①講演＞株式会社滋賀銀行

• 近江商人の「三方よし」の精神を基に、取引先の商売をサポートしている。
• 海外拠点を活用し、営業統轄部と市場国際部が連携して国内外でニーズをキ
ャッチし、M&Aや資本連携を支援している。外資企業との資本連携は、海外ビジ
ネス成功の鍵と認識されている。

• 具体的な事例として、自動車部品製造業A社はベトナム企業へのマイノリティ出
資を通じて販路拡大を図り、精密金属加工業B社はタイ現法の閉鎖を決断した。
アパレル製品卸売業C社は中国企業との合弁会社設立を通じて製造シェア拡大
を目指したが、品質管理の課題に直面し、独資の新設法人を設立した。

• 銀行は金融のプロとして、連携機関と協力しながら顧客の海外ビジネス展開をサ
ポートしている。

<①講演＞株式会社池田泉州銀行

• ホーチミン事務所を中心に南北で支援体制を整え、現地の行政や民間銀行とも
積極的に連携している。ベトナム企業との連携事例として、委託先の不安定さに悩
む企業が現地企業と提携し、社員を派遣することで問題を解決した事例がある。
派遣された社員は現地での生活や仕事に苦労したが、現地の仲間を増やし、日系
企業開拓を進めることでビジネスが好循環に進むようになった。また、海外企業との
関係構築では、まず関係性を深め、納得した業務提携につなげることが重要である。

• マレーシアの事例では、財閥企業からのオファーを受け、製造業者の事業承継を
支援することになった。海外企業との接点を持つことが重要であり、自社に合った形
を模索することが求められる。

• 構成機関メンバーを活用し、最初のきっかけを作ることが推奨されている。

＜②講演＞理化工業株式会社

• 当社は八尾空港周辺に位置し、1969年に創業した。現在、78名の社員が働
いており、特にベトナム人の特定技能者を積極的に雇用している。タイのシラチャー
に現地法人を設立し、日本での経験を活かしつつ、現地での熱処理加工を展開し
ている。

• 進出の背景には、リーマンショックや東日本大震災によるサプライチェーンの見直し
があった。エネルギー多消費型産業としての将来を考えた結果、海外進出を決断し
た。

• タイを選んだ理由は、工業化が進んでおり、需要が見込めるためである。現地で
は、日系企業向けの小ロット生産を強みに、合弁会社を設立し、現地のニーズに
応えている。

• 進出当初は赤字が続いたが、徐々に利益を出すようになり、現在は収支がトント
ンの状態である。駐在員の育成や現地でのビジネス展開を通じて、経営幹部として
の成長も見られる。

• 課題としては、親会社への利益還元や為替差益に頼らない配当が挙げられるが、
動くリスクと動かないリスクを天秤にかけ、実際に行動することで見えてくるものがある
と考えている。

• 最後に、動きながら考える姿勢や日本人だけ儲けようとしないことを大切にし、外
部とのネットワークを活用しながら、山あり谷ありの中で成長を続けていることが重要
である。

＜③質疑応答＞ ＜④ネットワーキング＞
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（セミナーの効果） 

 本セミナーの効果について、アンケート調査結果から分析してみると、以下のとお

り。 

 

 （１）参加者の業種および勤務先所在地 

   業種別にみると製造業が最も多く、勤務所在地別では大阪府が最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）セミナーの感想（単数回答） 

   セミナーの感想については、全ての参加者が「とても参考になった」または「参考に 

なった」と回答しており、高い満足度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）5年後、10年後を見据えた海外ビジネス戦略を策定しているか（単数回答）   

「策定している」または「策定中」が 8社あったのに対して、「策定できていない」 

と回答した企業も 4社となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

京都府 滋賀県 大阪府 兵庫県 愛知県

製造業 2 1 2 1 6

卸売業・商社 1 1 2

宿泊業・飲食サービス業 1 1

サービス業（その他） 2 2

その他（自由記述） 1 1

総　計 2 1 7 1 1 12

業種
勤務先所在地

総　計

11 1

0 2 4 6 8 10 12

とても参考になった 参考になった

（件）

1 7 4

0 2 4 6 8 10 12

策定している 策定中 策定できていない

（件）



24 

 

（４）成長戦略として外国資本連携を検討したいと考えているか（単数回答）  

「検討している」または「検討したい」と回答した企業は 8社となり、既に「実施した

ことがある」企業が 2社となり、過半数以上の企業から前向きな回答結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）外国資本連携の検討を始める場合、特に社内で課題とされる可能性の高いこと 

（単数回答） 

「社内体制・ノウハウ」と回答した企業が最も多く、「海外ビジネス戦略策定」、「専門

人材の不足」、「予算」は横並びの回答数となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）外国資本連携の検討を具体的に進める場合、特に克服すべき優先順位が高い課題 

（単数回答） 

「マッチング機会」が最も多く、次いで「現地経営文化・商習慣」等が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 4 4 2

0 2 4 6 8 10 12

実施したことがある 検討している 検討したい わからない

（件）

3

5

2 2

0

2

4

6

8

10

（件）

1

6

2
3

0

2

4

6

8

10

（件）
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（７）外国資本連携に本格的に着手する場合、特に重要とお考えの課題（単数回答） 

「支援機関の選定」が最も多く、次いで「バリュエーション」などが続いている。 

   一方、「契約手続きを含めたコミュニケーション」と「そもそも手法が分からない」 

  との回答はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）アセアン現地視察型プログラムを実施する場合の参加意欲（単数回答） 

「はい」または「検討したい」を回答した企業が大半を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）行政機関、経済団体、支援機関＝本セミナーの構成機関に対して、期待する支援 

    今後も同様の企画を続けてほしいとの意見がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

7

3
2

0 0
0

2

4

6

8

10

支

援

機

関

の

選

定

バ

リ

ュ

エ

ー
シ

ョ

ン

ビ

ジ

ネ

ス

D

D

契

約

手

続

き

を

含

め

た

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー
シ

ョ

ン

そ

も

そ

も

手

法

が

わ

か

ら

な

い

（件）

6 5 1

0 2 4 6 8 10 12

はい 検討したい いいえ

（件）

業種 勤務先所在地 内容

製造業 京都府 今後もこの様な企画を是非お願いします。

サービス業（その他） 大阪府
大阪府中小企業診断士協会に国際派の診断士が海外展開支援を行っております。

構成検討機関に参加させていただければより具体的な経営支援と直結できると思います。
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（１０）その他の感想について 

「海外進出した企業からの具体的な話も聞けて大変参考になった。ベトナムにも法人 

設立を進めている」、「懇意にしている会社と今後の海外展開について検討していきたい」 

など、外国資本連携の意欲拡大につながっていることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.まとめ 

 

 アンケート結果から、中堅・中小企業の海外ビジネス戦略として、アセアン企業との外国

資本連携が選択肢になり得ることや、具体的に検討を進めるにあたっては、「社内体制・ノ

ウハウ」、「マッチング機会」、「支援機関の選定」が課題となること等が確認された。 

 また、本事業における議論を踏まえ、日本の中堅・中小企業にとって、よりピンポイント

で企業価値向上につながる外国資本連携を円滑に進めていくためには、海外ビジネス戦略を

志向する“国内企業ニーズ起点”による案件組成において、（１）「海外ビジネス戦略の明確

化に資する取組」、（２）「海外ビジネス戦略が明確化されている国内企業を軸に案件形成す

る取組」の 2軸のアプローチと企業に伴走する支援機関（構成機関等）間の一層の連携が、

重要である。 

 

【実践可能性のある支援機関による具体的アクション】 

（１）国内企業の海外ビジネス戦略の明確化に資する取組（継続的な取組） 

①外国資本連携に関する官民共同セミナーの企画・開催 

②勉強会の開催 

③人材育成プログラムの実施 

（２）海外ビジネス戦略が明確化されている国内企業を軸とした案件形成（即効性のある取

組） 

①能動的な国内企業の発掘 

②現地視察型プログラムの実施 

③ワンストップ支援体制の整備 

業種 勤務先所在地 内容

製造業 京都府

直近でタイ法人を設立したので、理化工業株式会社様のお話が大変参考になりました。

また、ベトナムにも法人設立を進めており、是非とも京都銀行様にもお力添え頂きたいと切に

希望しております。

製造業 大阪府 今後検討課題となってくる案件ですので、とてもためになりました。

宿泊業・飲食サービス業 大阪府

とても良い学びになる機会をご提供頂きありがとうございました。

私の会社単独では難しいですが、懇意にしている会社さんと今後も海外展開について検討して

いきたいと考えております。

その他（自由記述） 大阪府 外国投資促進機関のため、上記質問にお答えする立場位にない旨、ご報告いたします。

卸売業・商社 兵庫県 主要なMA以外の多様な連携方法があることを知りました。大変勉強になりました。
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― 相談窓口の一元化、支援情報の集約（ホームページ等） 

④支援機関間の密な情報共有 

― 具体的案件に応じた情報共有ミーティング 

 

中堅・中小企業による外国資本連携の円滑化には、中堅・中小企業の課題・阻害要因

の解消のみならず、支援機関（構成機関等）側において果たすべき役割が大きく、支援

機関間で連携しながら企業に伴走していく支援体制が必要である。 

このように成功事例の創出や円滑化に向けては、中長期的な時間軸で取り組む必要が

あり、継続的な共同セミナーの開催などによる理解深耕や人材育成に取組むとともに、

海外戦略が明確な企業に対しては支援機関が一気通貫でサポートし、成功事例を速やか

に生み出していくという両輪で、積極的かつ継続的に取組むことが重要である。 

 

以 上 

 

（１） 

（２） 

能動的な国

内企業の発

掘

現地視察型

プログラム

ワンストップ

支援体制の

整備

支援機関間の

密な情報共有

官民共同セミナー 勉強会 人材育成プログラム

今後の方向性イメージ 


